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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　計算機器と被測定機器（ＤＵＴ）の一又はそれ以上の電気的又は物理的パラメータを計
測するように構成された、画像システムを含む計測機器の間に通信リンクを確立すること
と、
　該通信リンクの確立に先立って又はその後に、前記計測機器を用いてＤＵＴの一又はそ
れ以上の電気的又は物理的パラメータを計測して計測データを得ることと、
　前記通信リンクを介して、前記計測機器から前記計算機器へ測定されたＤＵＴの一又は
それ以上の電気的又は物理的パラメータを含む計測データを送ることと、
　前記計測機器から受信した計測データと前記ＤＵＴを関連付けして関連付けされた計測
データを発生するが、前記計測データを関連付けすることが、前記計算機器で、ＤＵＴ名
とＤＵＴタイプとＤＵＴ位置を含む前記被測定機器のためのＤＵＴ記録を作成することを
含んでいることと、
　前記計算機器におけるユーザー入力を介して被測定機器の試験に関連付けされるべきデ
ータを受信し、該データを関連付けされた計測データと共にＤＵＴ記録に記録するが、前
記ＤＵＴの試験に関連付けされるべきデータがオーディオフォーマットとビデオフォーマ
ットとテキストフォーマットのうちの一又はそれ以上のフォーマットであることと、
　前もって試験された時の前記ＤＵＴの第１の画像を取得しておき、前記計算機器によっ
て、該第１の画像を、基準画像として、該基準画像の中心に対応する第１の基準フレーム
と共に表示することと、
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　前記画像システム内の画像センサから前記ＤＵＴのライブ画像を受信して、前記計算機
器により、前記第１の基準フレームに対応する第２の基準フレームと共に、前記ライブ画
像を表示するが、該ライブ画像の表示が、更に、前記画像センサの中心を表すカーソルを
含んでおり、計測機器が前記ＤＵＴに平行な２次元の面内で移動するときに該カーソルが
前記表示上で移動することと、
　前記カーソルを前記第２の基準フレームに整合して、前記基準画像と実質的に整合する
前記ＤＵＴの第２の画像を取得することと、
　該第２の画像を前記関連付けされた計測データと共に前記ＤＵＴ記録に記録することと
、
　前記計算機器から前記ＤＵＴに対して関連付けされた計測データをサービスプロバイダ
ーにネットワークを介して提供することと、
からなる保守記録を取得して保持するための方法。
【請求項２】
　前記計算機器が前記計測機器の近傍に配置されて前記計算機器が前記計測機器から一又
はそれ以上の信号を受信することが可能なときに、前記計算機器と前記計測機器の間の通
信リンクの確立が、通信回路に起因して連結処理を行うインタフェースの実行により自動
的に行われる前記請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記計算機器への入力時に前記計算機器と前記計測機器の間の通信リンクの確立が行わ
れる前記請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記計測機器が、マルチメータとオシロスコープと熱画像システムと温度計と校正器具
とケーブルテスターとからなる群のうちから選択される前記請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　一又はそれ以上のパラメータが、電気的パラメータと温度と圧力と可視光線波と不可視
光線波とからなる群のうちから選択される前記請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　更に、計算機器上で、前記関連付けされた計測データを表示することからなる前記請求
項１に記載の方法。 
【請求項７】
　前記ＤＵＴの試験に関連付けされたデータが、被測定機器のステータスと被測定機器の
問題の重要度と試験結果に基づいてとられるべき一又はそれ以上の必要なアクションと記
録されるべき必要な一又はそれ以上のノートと他の技術者に役立つことがあり得る別の情
報からなる群から選択される前記請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記計測機器から受信した計測データと選択された被測定機器を関連付けして関連付け
された計測データを発生することが、前記サービスプロバイダーからＤＵＴに対応するＤ
ＵＴ記録をリトリーブすることを含んでいる前記請求項１記載の方法。
【請求項９】
　前記計測機器から受信した計測データと選択された被測定機器を関連付けして関連づけ
された計測データを発生することが、  自動化システムを用いて、ＤＵＴの特定情報を取
得することと、
　該特定情報に基づいて、前記サービスプロバイダーからＤＵＴに対応するＤＵＴ記録を
リトリーブすることを含んでいる前記請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記計測機器から受信した計測データと選択された被測定機器を関連付けして関連づけ
された計測データを発生することが、計算機器で、機器のリストから被測定機器を選択す
ることを含んでいる前記請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　更に、前記サービスプロバイダーから、ＤＵＴに対応するＤＵＴ記録であって、以前の



(3) JP 6114271 B2 2017.4.12

10

20

30

40

50

試験から集められた情報を含むＤＵＴ記録をリトリーブすることと、
　該以前の試験から集められた情報と関連付けされた計測データを比較することからなる
前記請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記基準画像が前記サービスプロバイダーから取得される前記請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　被測定機器（ＤＵＴ）の少なくとも一つの電気的又は物理的パラメータを計測するよう
に構成された、画像システムを含む計測機器と、
　該計測機器と通信状態におかれるように構成された計算機器であって、前記計測機器が
前記計算機器との連結に先立って、又は、その最中において前記ＤＵＴの少なくとも一つ
の電気的又は物理的パラメータを計測するが、前記計算機器は、また、前記計測機器から
少なくとも一つの電気的又は物理的計測パラメータを受信し、その少なくとも一つの計測
パラメータと被測定機器を関連付けして少なくとも一つの関連付けされた計測パラメータ
を取得し、該少なくとも一つの関連付けされた計測パラメータを取得することが、前記計
算機器において、ＤＵＴ名とＤＵＴタイプとＤＵＴ位置を含む前記被測定機器のためのＤ
ＵＴ記録を作成することを含んでいる計算機器と、
　前記計算機器と通信されるサービスプロバイダーであって、一又はそれ以上の相互接続
された計算機器を含み、関連付けされた計測パラメータを受信し、その関連付けされた計
測パラメータを保存するように構成されているサービスプロバイダーとからなる保守記録
を取得して保持するためのシステムであって、
　前記計算機器が、前記計算機器におけるユーザー入力を介して、前記ＤＵＴの試験に関
連付けされるべきデータを受信し、該データを関連付けされた計測データと共にＤＵＴ記
録に記憶するが、前記ＤＵＴの試験に関連付けされるべきデータがオーディオフォーマッ
トとビデオフォーマットとテキストフォーマットのうちの一又はそれ以上のフォーマット
であり、
　前記計算機器が、更に、
前もって試験された時の前記ＤＵＴの第１の画像を取得しておき、該第１の画像を、基準
画像として、該基準画像の中心に対応する第１の基準フレームと共に表示するように構成
され、
前記画像システム内の画像センサから前記ＤＵＴのライブ画像を受信して、前記第１の基
準フレームに対応する第２の基準フレームと共に、前記ライブ画像を表示するが、該ライ
ブ画像の表示が、更に、前記画像センサの中心を表すカーソルを含んでおり、計測機器が
前記ＤＵＴに平行な２次元の面内で移動するときに該カーソルが前記表示上で移動するよ
うに構成され、
　前記カーソルが前記第２の基準フレームに整合されたときに、前記基準画像と実質的に
整合する前記ＤＵＴの第２の画像を取得すると共に、該第２の画像を前記関連付けされた
計測データと共に前記ＤＵＴ記録に記録するように構成されている、保守記録を取得して
保持するためのシステム。
【請求項１４】
　前記計測機器が、マルチメータとオシロスコープと熱画像システムと温度計と校正器具
とケーブルテスターとからなる群のうちから選択される前記請求項１３に記載のシステム
。
【請求項１５】
　少なくとも一つの電気的又は物理的パラメータが、電気的パラメータと温度と圧力と可
視光線波と不可視光線波とからなる群のうちから選択される前記請求項１３に記載のシス
テム。
【請求項１６】
　前記計算機器が、
　前記サービスプロバイダーから前記ＤＵＴに対応するＤＵＴ記録をリトリーブすること
か、
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　自動化システムを用いて、ＤＵＴの特定情報を取得し、該特定情報に基づいて、前記サ
ービスプロバイダーから前記ＤＵＴに対応するＤＵＴ記録をリトリーブすることか、
　前記計算機器によって発生されるか又は前記サービスプロバイダーから得られた機器の
リストから被測定機器を選択するか、のうちの一つによって、
少なくとも一つの計測された電気的又は物理的パラメータを被測定機器に関連付けして、
少なくとも一つの関連付けされた計測パラメ－タを取得するように構成されている前記請
求項１３に記載のシステム。
【請求項１７】
　計算機器の実行に応答して、該計算機器に行わせる命令を保存させたコンピュータ判読
可能な記憶媒体であって、
  該計算機器が計測機器からの一又はそれ以上の信号を受信できるように前記計測機器が
近くにあるときに、前記計算機器と前記計測機器の間にデータ通信リンクを確立させ、
　被測定機器（ＤＵＴ）の一又はそれ以上の計測パラメータである計測データを前記計測
機器から受信させ、
　前記計測機器から受信した計測データをＤＵＴに関連付けして関連付けされた計測デー
タを発生させるが、該関連付けされた計測データを発生するために、前記命令が前記計算
機器で、ＤＵＴ名とＤＵＴタイプとＤＵＴ位置を含む前記被測定機器のためのＤＵＴ記録
を作成させることと、
　前記計算機器におけるユーザー入力を介して、ＤＵＴの試験に関連付けされるべきデー
タを受信し、該データをＤＵＴ記録に記録するが、前記ＤＵＴの試験に関連付けされるべ
きデータがオーディオフォーマットとビデオフォーマットとテキストフォーマットのうち
の一又はそれ以上のフォーマットであることと、
　前もって試験された時の前記ＤＵＴの第１の画像を取得しておき、該第１の画像を、基
準画像として、該基準画像の中心に対応する第１の基準フレームと共に表示することと、
　前記画像システム内の画像センサから前記ＤＵＴのライブ画像を受信して、前記第１の
基準フレームに対応する第２の基準フレームと共に、前記ライブ画像を表示するが、該ラ
イブ画像の表示が、更に、前記画像センサの中心を表すカーソルを含んでおり、計測機器
が前記ＤＵＴに平行な２次元の面内で移動するときに該カーソルが前記表示上で移動する
ことと、
　前記カーソルを前記第２の基準フレームに整合して、前記基準画像と実質的に整合する
前記ＤＵＴの第２の画像を取得して、該第２の画像を前記関連付けされた計測データと共
に前記ＤＵＴ記録に記録することと、
　関連付けされた計測データをネットワークを介してサービスプロバイダーに提供させる
ことを計算機器に行わせる命令を保存させたコンピュータ判読可能な記憶媒体。
【請求項１８】
　更に、計算機器の実行に応答して、
　機器のリストから被測定機器を選択するか、
　前記サービスプロバイダーからＤＵＴに対応するＤＵＴ記録をリトリーブすることか、
　自動化システムを用いて、ＤＵＴの特定情報を取得することと、該特定情報に基づいて
、前記サービスプロバイダーからＤＵＴに対応するＤＵＴ記録をリトリーブすることのい
ずれかを計算機器に行わせる命令を保存させた前記請求項１７に記載のコンピュータ判読
可能な記憶媒体。
【請求項１９】
　更に、計算機器の実行に応答して、
　前記計算機器が前記関連付けされた計測データを表示するようにする命令を保存させた
前記請求項１７に記載のコンピュータ判読可能な記憶媒体。
【請求項２０】
　更に、計算機器の実行に応答して、
　前記計算機器が、前記サービスプロバイダーからＤＵＴに対応するＤＵＴ記録であって
、以前の試験から集めた情報を含むＤＵＴ記録をリトリーブすることと、
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　該以前の試験から集めた情報を前記関連付けされた計測データと比較するようにする命
令を保存させた前記請求項１７に記載のコンピュータ判読可能な記憶媒体。
【請求項２１】
　更に、計算機器の実行に応答して、前記計算機器が、前記サービスプロバイダーから前
記基準画像を取得する命令を保存させた前記請求項１７に記載のコンピュータ判読可能な
記憶媒体。
【請求項２２】
　被測定機器（ＤＵＴ）の画像を得るように構成された画像センサと、
　ディスプレイと、
　プロセッサーと、
　該プロセッサーに連結されたメモリと、
　該メモリに内蔵されて前記プロセッサーによって実行されるように構成されたサービス
プロバイダーインタフェースを含む計測機器を含む熱画像システムであって、前記サービ
スプロバイダーインタフェースは、
　前もって試験された時の前記ＤＵＴの第１の画像を取得しておき、該第１の画像を、前
記ディスプレイ上に、基準画像として、該基準画像の中心に対応する第１の基準フレーム
と共に表示することと、
前記画像センサから前記ＤＵＴのライブ画像を受信して、前記第１の基準フレームに対応
する第２の基準フレームと共に、前記ライブ画像を前記ディスプレイ上に表示するが、該
ライブ画像の表示が、更に、前記画像センサの中心を表すカーソルを含んでおり、前記計
測機器が前記ＤＵＴに平行な２次元の面内で移動するときに該カーソルが前記ディスプレ
イ上で移動することと、
　前記カーソルが前記第２の基準フレームに整合され、前記基準画像と実質的に整合する
前記ＤＵＴの第２の画像を取得することによって、前記プロセッサーによる実行時に画像
センサーを前記基準画像と実質的に整合可能にする整合モジュールと、
　前記プロセッサーによる実行時に選択可能な機器のリストを前記ディスプレイに提供す
る関連付けモジュールであって、前記プロセッサーによる実行時に選択された機器を前記
第２の画像に関連付けして、前記計測機器と通信するサービスプロバイダーに提供できる
関連付けされた画像を得る関連付けモジュールとからなる熱画像システム。
【発明の詳細な説明】
【関連出願に対するクロスレフェレンス】
【０００１】
　本願は、ここに引用によって組み入れられる、２０１１年８月３日に提出された米国仮
出願第６１／５１４８４２号の利益を権利主張する。
【背景技術】
【０００２】
　電気設備や機械設備のような資産は、多様な用途に用いられ、そして、規定通りの保守
が一般に必要とされる。その資産を保守して、所定のパラメータの範囲内でその資産が作
動していることを確認するために、計測機器及び／又は校正機器がその資産の現状の作動
パラメータを測定するために使用されることがある。たびたび、計測機器及び／又は校正
機器によって発生された計測データは一定時間に亘ってモニターされて、資産運転のより
詳細な理解を提供する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　所定の時間に亘って計測データを保持することは難しい場合がある。特に、各種のタイ
プの資産が存在する場合、多くの資産が存在する場合、様々な用途の資産が存在する場合
には、難しい場合がある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
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　この発明の開示は、簡略化された形式での概念選択を導入するために提供されるが、そ
れは「詳細な説明」において以下に詳述される。この発明の開示は、権利主張される主題
のキーとなる特徴を特定することを意図するものではなく、また、権利主張される主題の
範囲を決定するための助けとして使用されることを意図するものでもない。
【０００５】
　本開示事項の一側面によると、保守記録を取得して保持するための方法が提供される。
その方法は、計測機器の近傍に計算機器を配置することと、計算機器と計測機器の間に通
信リンクを確立することと、通信リンク確立に先だって又はその後に、計測機器を用いて
被測定機器（ＤＵＴ）の一又はそれ以上のパラメータを計測して、計測データを得ること
と、計測機器から計算機器へ計測データを送ることと、計測機器から受信した計測データ
と選択された被測定機器を関連付けして関連付けされた計測データを発生することと、そ
の関連付けされた計測データをサービスプロバイダーにネットワークを介して提供するこ
とを含んでいる。
【０００６】
　本開示事項の別の側面によると、保守記録を取得して保持するためのシステムが提供さ
れる。このシステムは、被測定機器（ＤＵＴ）の少なくとも一つのパラメータを計測する
ように構成された計測機器と、計測機器と通信状態におかれるように構成された計算機器
を含む。いくつかの実施の形態においては、計測機器は、計算機器との連結に先立って、
又は、その最中において被測定機器の少なくとも一つのパラメータを計測する。他の実施
の形態においては、計算機器は、また、計測機器から少なくとも一つの計測パラメータを
受信し、その少なくとも一つの計測パラメータと被測定機器を関連付けして少なくとも一
つの計測パラメータを取得するように構成されている。このシステムは、また、計算機器
と通信されるサービスプロバイダーも含んでいる。いくつかの実施の形態において、サー
ビスプロバイダーは、関連付けされた計測パラメータを受信し、その関連付けされた計測
パラメータを保存するように構成されている。
【０００７】
　本開示事項の別の側面によると、コンピュータ判読可能な記憶媒体が提供される。コン
ピュータ判読可能な記憶媒体は、計算機器の実行に応答して、（１）計測機器が近くにあ
る特に計算機器と計測機器の間にデータ通信リンクを確立させ、（２）被測定機器（ＤＵ
Ｔ）の一又はそれ以上の計測パラメータである計測データを計測機器から受信させ、（３
）計測機器から受信した計測データを被測定機器に関連付けして関連付けされた計測デー
タを発生させ、（４）関連付けされた計測データをネットワークを介してサービスプロバ
イダーに提供させることを計算機器に行わせる、そこに保存した命令を含んでいる。本開
示事項のまた別の側面によると、方法が提供される。その方法は、被測定機器の少なくと
も一つのパラメータを測定することと、少なくとも一つの計測されたパラメータをサービ
スプロバイダーに送信することと、サービスプロバイダーから被測定機器に対応する計測
データを受信することと、少なくとも一つの計測されたパラメータを計測データと比較す
ることを含む。
【０００８】
　本開示事項の更に別の側面によると、熱画像システムが提供される。このシステムは、
被測定機器の画像を得るように構成された画像センサーと、ディスプレイと、プロセッサ
ーと、そのプロセッサーに連結されたメモリと、メモリに内蔵されてプロセッサーによっ
て実行されるように構成されたサービスプロバイダーインタフェースを含む計測機器を含
んでいる。ある実施の形態においては、サービスプロバイダーインタフェースは、（１）
プロセッサーによる実行時に画像センサーが基準画像と実質的に調整可能にする調整モジ
ュールと（２）プロセッサーによる実行時に選択可能な機器のリストを提供する関連付け
モジュールであって、プロセッサーによる実行時に選択された機器を画像に関連付けして
関連付けされた画像を得る関連付けモジュールからなる。このシステムは、また、計測機
器と通信するサービスプロバイダーであって、関連付けされた画像を受信するように構成
されたサービスプロバイダーを含む。
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【図面の簡単な説明】
【０００９】
本願発明の前記の側面及び多くの付随する利点は、以下の添付の図面と合わせて解された
ときに以下の詳細な説明に関連してそれらがよりよく理解されるので、より容易に明らか
となる。
【図１】図１は、本開示事項の側面に関連する、保守記録を取得し保持するためのシステ
ムの一例のブロック図である。
【図２】図２は、本開示事項の側面に関連する、計算機器の一例のブロック図である。
【図３】図３は、本開示事項の側面に関連する、保守記録を取得し保持するための方法の
一例を図示するフローチャートである。
【図４】図４は、本開示事項の側面に関連する、保守記録を取得し保持するためのシステ
ムの他の例のブロック図であるである。
【図５】図５は、本開示事項の側面に関連する、ナビゲーションインタフェースの一例で
ある。
【図６】図６は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例である。
【図７Ａ】図７Ａは、本開示事項の側面に関連する、ライブラリインタフェースの一例で
ある。
【図７Ｂ】図７Ｂは、本開示事項の側面に関連する、ライブラリインタフェースの他の例
である。
【図８】図８は、本開示事項の側面に関連する、資産インタフェースの一例である。
【図９】図９は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例である。
【図１０】図１０は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１１】図１１は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１２】図１２は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１３】図１３は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１４】図１４は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１５】図１５は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１６】図１６は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１７】図１７は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１８】図１８は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図１９】図１９は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【図２０】図２０は、本開示事項の側面に関連する、機器接続インタフェースの一例であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下の説明は、各種資産に対する保守記録を取得し保持するためのシステム及び技術の
各例を提供する。以下により詳細に説明されるように、一つの実施の形態の計算機器が計
算機器の近傍におかれた場合その計算機器が計測機器に無線で連結されうる。被測定機器
（ＤＵＴ）の一又はそれ以上のパラメータを計測するときに、計測機器は計測パラメータ
を計測データの形式で計算機器に提供することが可能である。いくつかの実施の形態にお
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いて、計算機器はそこから測定が得られた対応するＤＵＴと計測パラメータを関連付けす
ると共に、関連付けされた計測パラメータを後続のアクセスのために、たとえば、サービ
スプロバイダーに提供する。他の実施の形態においては、計測機器自体が計測パラメータ
をＤＵＴに関連付けし、関連付けされた計測パラメータをサービスプロバイダーに提供す
る。
【００１１】
　本開示事項の各側面を説明するに先立って、以下の説明の一又はそれ以上の部分が従来
の電子部品によって実行可能な論理や作動に関連して提供されていることが理解されるべ
きである。これらの電子部品は、単独の位置に集合していてもよいし、又は、広いエリア
に亘って分散していてもよく、一般的には、コントローラやマイクロコントローラやコン
トロールユニットやプロセッサーやマイクロプロセッサーなどを含んでいる。ここに記載
された論理が（これらに限定されるものではないが）ハードウェア及びソフトウェア並び
にその組み合わせを含む様々な構成によって実現可能であることはいわゆる当業者によっ
て理解される。ハードウェアは、（これらに限定されるものではないが）アナログ回路、
デジタル回路、処理ユニット、特定用途向けＩＣ（ＡＳＩＣ）その他、そして、それらの
組み合わせを含むことが可能である。部品が分散されている環境の下では、各部品が通信
リンクを介して互いにアクセス可能にされる。
【００１２】
　いくつかの実施の形態が図示及び説明されているけれども、開示事項の精神及び範囲を
逸脱することのない限り、各種の改変がなされうることは明らかである。この開示事項に
記載された各実施の形態は、単に例又は例示として提供されたものであり、好適なものと
して又は他の実施の形態を越える利点であるとして解釈されるべきでない。ここに提供さ
れた例は、網羅的であることを意図するものではなく、また、開示された正確な形式に開
示事項を制限することを意図するものでもない。更に、本開示事項の実施の形態がここに
説明された各特徴の組み合わせを利用することが可能であることは明らかである。
【００１３】
　図１は、本開示事項の側面に関連する、保守記録を取得し保持するためのシステム１０
０のブロック図である。このシステム１００は、少なくとも一つの被測定資産１０４（こ
こでは被測定機器１０４又はＤＵＴ１０４として言及されている）及びＤＵＴ１０４の一
又はそれ以上のパラメータを計測するように構成された一又はそれ以上の計測機器１０８
を含んでいる。たとえば、計測機器１０８のそれぞれは、ＤＵＴ１０４の一又はそれ以上
のパラメータを測定するための一又はそれ以上のセンサー、プローブなどを含むことが可
能である。計測機器１０８がＤＵＴ１０４において元の位置に取り付け可能であるか、又
は、たとえば、技術者のような利用者によってＤＵＴ１０４にもたらされることが可能で
あることは明らかである。ＤＵＴ１０４は、計測機器によって計測されうる少なくとも一
つのパラメータを有する装備、機器、回路、構造、部品などを含むことが可能である。い
くつかの実施の形態において、ＤＵＴ１０４は、ポンプやモーターやトランジスタやケー
ブルやスイッチやブレーカーや発電機や変圧機や電力貯蔵源などを含むことが可能である
が、これらに限られるものではない。この開示事項を通して用いられる非限定的な例にお
いて、ＤＵＴ１０４は電気モーターを含んでいる。計測機器１０８は、マルチメータやオ
シロスコープや熱画像システムや温度計や校正器具やケーブルテスター等を含むがこれら
に限定されない計測及び／又は校正機器であってもよい。これに関連して、ＤＵＴ１０４
によって計測されるべき一又はそれ以上のパラメータは、電気的なパラメータや温度や圧
力や（画像を含む）可視光波又は不可視光波などを含むこともある。この開示事項を通し
て用いられる非限定的な例において、計測機器１０８はデジタルマルチメータと熱画像シ
ステムである。
【００１４】
　システム１００は、また、計測機器１０８と通信して連結されるように構成された少な
くとの一つの計算機器１１２を含んでいる。各計算機器１１２は既知の又は将来開発され
る無線又は有線の通信プロトコルを介して計測機器１０８と通信して連結される。いｋつ
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かの実施の形態において、計算機器１１２と計測機器１０８は、近接場プロトコルや赤外
線プロトコルやブルートースプロトコルやＩＥＥＥ８０２プロトコルなどを介して連結さ
れるように構成されることが可能である。以下に更に詳細に説明されるように、ある実施
の形態における計算機器１１２は、計算機器１１２を計測機器１０８の近くに配置するこ
とによって、計測機器１０８と無線で通信して接続されうる。これに関連して、計算機器
１１２は、たとえば、計測データのようなデータを計測機器１０８から無線（又は有線）
の通信リンクを介して受信するように構成されている。いくつかの実施の形態において、
計算機器１１２は、たとえば、タブレットやスマートホーンやパーソナルコンピューティ
ング装置やラップトップコンピューティング装置やパーソナルデジタルアシスタントなど
のような移動コンピューティング機器であってもよい。
【００１５】
　計算機器１１２は、また、インターネットプロトコルやセルラープロトコルや衛星プロ
トコルを含む有線及び／又は無線の適切な通信プロトコルを用いてネットワーク１１６を
介して保守サービスプロバイダー１２４とも通信して連結されている。ネットワーク１１
６は、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）又はワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）
のようなラージネットワーク若しくはインターネットのようなネットワークの集合であっ
てもよい。これに関連して、計算機器１１２は計測機器１０８から受け取った計測データ
をネットワーク１１６を介して保守サービスプロバイダー１２４に提供するように構成さ
れることも可能である。同様に、計算機器１１２は保守サービスプロバイダー１２４から
データをネットワーク１１６を介して受け取るように構成されるようにしてもよい。ある
実施の形態において、計算機器１１２はネットワーク１１６又はここに説明される他の通
信システムを介して計測機器１０８と通信するように構成されている。例示された実施の
形態においては、保守サービスプロバイダー１２４は計測機器１０８がそれによって計算
機器１１２と連結している同じネットワーク１１６を介して計算機器１１２に連結される
ようにすることも可能であるけれども、計算機器１１２を保守サービスプロバイダー１２
４に連結するネットワークが計算機器１１２を計測機器１０８に連結するネットワークと
は全く異なることもありうることは正しく理解されるべきである。
【００１６】
　一般的に言って、保守サービスプロバイダー１２４は、たとえば、パーソナルコンピュ
ータやサーバーコンピュータや埋め込みされたコンピューティング機器や移動コンピュー
ティング機器などのような（図示しない）相互接続されたコンピューティング機器を一又
はそれ以上含むことが可能である。簡潔さのためにここでは詳細に説明しないけれども、
それぞれのコンピューティング機器が色々なハードウェア部品と作動用のプログラムモジ
ュールを含むことが可能であることは正しく理解されるべきである。保守サービスプロバ
イダー１２４は、更に、計算機器１１２から受け取った計測データのようなデータを格納
するための一又はそれ以上のデータ格納器１２８を含んだり、又は、それらと連結したり
することが可能である。
【００１７】
　図示された実施の形態においては、保守サービスプロバイダー１２４と計算機器１１２
はネットワーク１１６を介して技術サポート１３２と更に連結されている。保守サービス
プロバイダー１２４は、始めに技術サポート１３２に接触して適切な情報を提供して技術
サポート１３２が計算機器１１２と通信状態におかれるように構成することが可能である
。たとえば、技術サポート１３２は、保守サービスプロバイダー１２４からの要求に応じ
て、ネットワーク１１６を介して計算機器１１２にテキスト又はＥメールを送るように構
成されることも可能である。技術サポート１３２が任意であることが正しく理解されるべ
きである。いくつかの実施の形態においては、技術サポート１３２が保守サービスプロバ
イダー１２４と合体されていてもよい。
【００１８】
　図２に取りかかって、計算機器１１２の一例の代表的な構成要素アーキテクチュアのブ
ロック図が示されている。計算機器１１２は、一又はそれ以上のバス２５２を介して相互
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接続された、中央処理装置（ＣＰＵ）又はプロセッサー２４０や通信回路２４４やＩ／Ｏ
インタフェース２４８やメモリ２５０のような、ハードウェア構成要素を含んでいる。計
算機器の正確な構成やタイプに応じて、メモリ２５０は、リードオンリーメモリ（ＲＯＭ
）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、ＥＥＰＲＯＭ、フラッシュメモリ又は類似のメ
モリ技術のような揮発性又は不揮発性のメモリの形式のシステムメモリを含むことが可能
である。当業者などは、システムメモリがプロセッサー２４０によって主に直接にアクセ
ス可能な及び／又はカレントに操作されるデータ及び／又はプログラムモジュールを保存
することを理解する。これに関して、プロセッサー２４０は命令の実行をサポートするこ
とによって計算機器１１２の計算中枢として働く。
【００１９】
　メモリ２５０は、また、ストレージメモリを含むこともある。ストレージメモリは、情
報を保存することが可能ないかなる技術を用いて提供された、揮発性若しくは不揮発性の
メモリであってもよく、リムーバブル若しくは非リムーバブルメモリであってもよい。ス
トレージメモリの例は、ハードディスクドライブ、ソリッドステートドライブ、ＣＤ　Ｒ
ＯＭ、ＤＶＤ，又は他の保存ディスク、磁気カセット、磁気テープ、磁気保存ディスク等
が含まれるが、それに限定されることはない。ストレージメモリに保存される情報は、プ
ロセッサー２４０によってアクセスされるプログラムモジュールやデータが含まれるが、
それらに限定されるものではない。一般的に、プログラムモジュールは、特定のタスクを
実行する又は特定のアブストラクトデータタイプを実行するルーティンやアプリケーショ
ンやオブジェクトやコンポーネントやデータ構造などを含むことが可能である。ここに記
載するシステムメモリやストレージメモリがコンピュータ判読可能な保存メディアの単な
る例示であることは明らかである。
【００２０】
　図２に示す実施の形態において、メモリ２５０は、計算機器１１２の動作を操作するオ
ペレーティングシステム２５４を保存する。開示の一つの実施の形態において、オペレー
ティングシステム２５４は、たとえば、マイクロソフト社製のＷＩＮＤＯＷＳ（登録商標
）又はＷＩＮＤＯＷＳ（登録商標）モバイルやＬＩＮＵＸ（登録商標）やグーグル社製の
アンドロイドやブラックベリー社製のＯＳやアップル社製のＬｅｏｐａｒｄ又はモバイル
ｉＯＳグラフィカルオペレーティングシステムなどのグラフィカルオペレーティング環境
を提供して、作動されたアプリケーション又はプログラムモジュールが、グラフィカルユ
ーザーインタフェース（ＧＵＩ）のような利用者に可視のインタフェースと共に一又はそ
れ以上のグラフィカルアプリケーションウィンドウとして表示される。計算機器１１２と
情報交換するために、計算機器１１２が利用者及び／又は他の機器から入力を得ることと
利用者及び／又は他の機器に出力を提供することを可能にする色々なコンポーネントを入
出力インタフェース２４８が含むことも可能である。入出力インタフェース２４８は、Ｌ
ＣＤやＬＰＤやＯＬＥＤディスプレイのようなディスプレイやキーパッドやハード又はソ
フトキーボードやタッチパッドやコントロールボタンや物理ボタンやスクロールウィール
やデジタルペンやトラックボールやジョイスティックなどを含むことが可能であるが、そ
れらに限定されるものではない。ある一つの実施の形態において、ディスプレイ２７０の
ようなディスプレイは、タッチスクリーンとして構成されうる。Ｉ／Ｏインタフェース２
４８は、また、計測機器１０８から入力を受信し、そして、ある実施の形態においては、
それに出力を提供することも可能である。
【００２１】
　メモリ２５０は、また、プロセッサー２４０によって実行されたときに、計算機器１１
２に機能を提供する計測機器及びサービスプロバイダーインタフェース２５６を保存する
。そのような機能は、計測機器１０８からの計測データを受け取って保守サービスプロバ
イダー１２４から計測データや履歴データのようなデータを受信し／保守サービスプロバ
イダー１２４へ計測データや履歴データのようなデータを送信し、特定のＤＵＴ１０４に
計測データを関連付けし、複数のＤＵＴ１０４からの計測データを得るための保守ルート
を取得するなどの一又はそれ以上の計測機器１０８との相互作用を含むことが可能である
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が、それに限定されるものではない。そのため、インタフェース２５６は、ＣやＣ＋＋や
ＣＯＢＯＬやＪＡＶＡ（登録商標）やＰＨＰやＰｅｒｌやＨＴＭＬやＣＳＳやＪａｖａＳ
ｃｒｉｐｔ（登録商標）やＶＢＳｃｒｉｐｔやＡＳＰＸのようなプログラム言語やＣ＃の
ようなＭｉｃｒｏｓｏｆｔ．ＮＥＴ（登録商標）言語などで記載されうる一又はそれ以上
のアプリケーション又はプログラムモジュールを含むことが可能である。サービスプロバ
イダーインタフェース２５６の機能が複数のプログラムモジュール又はサブモジュールの
間に分割されうることは明らかである。以下に詳述されるように、いくつかの実施の形態
においてプロセッサー２４０によるインタフェース２５６の実行は、一又はそれ以上のイ
ンタフェ－スエレメントを有する一又はそれ以上のユーザーインタフェースを発生する。
いくつかの実施の形態において、一又はそれ以上のユーザーインタフェースは、階層的方
法でディスプレイ２７０を介して利用者に提供される。
【００２２】
　更に図２に関連して、通信回路２４４は、適切な有線又は無線通信プロトコルを用いて
、計測機器１０８と直接に通信するか、若しくは、ネットワーク１１６を介して計測機器
１０８と間接的に通信する一又はそれ以上の構成要素を含んでいる。通信回路２４４の一
又はそれ以上の構成要素は保守サービスプロバイダー１２４及び／又は技術サポート１３
２などとの通信のために採用されることもある。これらの構成要素は、一又はそれ以上の
ネットワークに亘る通信を行うために、モデムや送受信機及び／又はトランシーバー回路
を含むことが可能である。無線通信するためには、通信回路２４４は、一又はそれ以上の
アンテナ（図示しない）を含むことが可能である。図示の場合、図２はアナログデジタル
変換器やデジタルアナログ変換器や増幅器やデバイスコントローラなどを図示していない
が、それらは通信回路について一般的に含まれている。しかしながら、通信回路について
含まれうるこれらの及び他の構成要素は業界において知られているので、それらはここに
おいて詳述しない。
【００２３】
　インタフェース２５６の機能が詳述される。いくつかの実施の形態において、インタフ
ェース２５６は、計算機器１１２が計測機器１０８の近傍に置かれたときに計算機器１１
２を計測機器１０８（図１）と無線で連結することを可能にする。これに関し、計測機器
１０８は、計算機器１１２と連結して信号をそれに送信するように構成された、送信機や
トランシーバーなどを含んでいる通信インタフェース１４０を含んでいる。計算機器１１
２が計測機器１０８の近傍に置かれたとき、インタフェース２５６は通信回路２４４が連
結プロセス、すなわち「ハンドシェーク（ｈａｎｄｓｈａｋｅ）」を行うようにして、計
算機器１１２が計測機器１０８から一又はそれ以上の信号を受信できるようにし、それに
よって、計算機器１１２と計測機器１０８を関連付けする。連結プロセスは、自動的若し
くは、スイッチやグラフィカルユーザーインタフェースなどを介してユーザーにより開始
される。一つの非制限的な実施の形態においては、計算機器１１２と計測機器１０８はＢ
ｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）等を介して組み合わされるように構成されている。
【００２４】
　一旦連結されると、計算機器１１２は、インタフェース２５６経由で、計測機器１０８
から計測データを受信するように構成されうる。計測データは計算機器１１２を計測機器
１０８の近傍に置くことによってネットワーク１１６又は他の通信ネットワークにより確
立された無線通信を介して計測機器１０８から計算機器１１２に提供されることが可能で
ある。特に、計測機器１０８は、計測機器１０８により発生された計測データ又は他のデ
ータを計算機器１１２に提供するように構成されている。たった一つの計算機器と一つの
計測機器が示されているけれども、複数の計算機器が複数の計測機器と関連付けられるよ
うに構成されうることは明らかである。
【００２５】
　インタフェース２５６は、また、計算機器１１２を、ネットワーク１１６を介して、保
守サービスプロバイダー１２４と通信可能にする。これに関して、保守サービスプロバイ
ダー１２４は、計算機器１１２にデータを送りそしてそこからデータを受け取るように構
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成されることが可能である。インタフェース２５６経由で、計算機器１１２は保守サービ
スプロバイダー１２４のデータ格納器１２８内に格納されたヘルプサービスや保守ライブ
ラリにアクセスするように構成されることも可能である。保守ライブラリは、資産の分類
や保守データや基準データや保守オペレータコメントや優先度の高い必要な計測やよくあ
る資産の問題などのような保守データを含むことがありうる。
【００２６】
　当業者によって理解されているように、ここに記載されたような「データ格納器」は、
計算機器によってアクセスするためのデータを格納するように構成された適切な機器であ
ってもよい。データ格納器の一つの例は、一又はそれ以上の計算機器に関して実行すると
共に高速パケットスイッチネットワークに亘ってアクセス可能な高速高信頼性のリレーシ
ョナルデータベース保守システム（ＤＢＭＳ）である。しかし、ケリーに応じて保存デー
タを高速高信頼性において提供することが可能ないかなる他の適切な保存技術及び／又は
デバイスも用いることが可能であり、そして、計算機器はネットワークを通じての代わり
にローカルでアクセス可能であってもよいし、若しくは、他のタイプの適切なネットワー
クに亘ってアクセス可能又はクラウドベースのサービスとして提供されるようにしてもよ
い。データ格納器は、また、業界で公知の保存メディアにオーガナイズされた方法で保存
されたデータを含むようにしてもよい。当業者は、本開示事項の範囲から逸脱しない限り
、ここに記載された別々のデータ格納器が組み合わされて単独のデータ格納器となること
を理解するし、及び／又は、ここに記載された単独のデータ格納器が分離されて複数のデ
ータ格納器となることを理解する。
【００２７】
　インタフェース２５６は、更に、計測機器１０８と保守サービスプロバイダー１２４か
ら受信されたデータの操作を可能にすると共に、記録を作成する。たとえば、インタフェ
ース２５６は、それぞれのＤＵＴ１０４Ａ－Ｎに対する記録を作成し、いくつかの実施の
形態においては、それを編集して保存するように構成することも可能である。作成された
記録は、資産名や資産タイプや特定の計測機器から受信された計測データやサービス時間
や保守スタッフからのコメントや資産を保守することに関連する他の情報を含むこともあ
る。作成された記録は、データ格納器１２８に保存するために保守サービスプロバイダー
１２４に提供されることも可能である。次いで、インタフェース２５６は、保守サービス
プロバイダー１２４のデータ格納器１２８に格納された各種資産について以前に格納され
て計算機器１１２に送られた記録にアクセス可能なように構成されることが可能である。
格納された記録は、計算機器１１２によってダウンロード可能であるか、又は、計算機器
１１２にストリームされうる。このような場合、計算機器１１２は、保守サービスプロバ
イダー１２４からのストリーミングデータを見るために、オーディオ／ビデオコンバータ
／デコーダ及び／又は他の適切なデバイス回路及び／又はソフトウェアを含むこともある
。格納された記録は、計測履歴データやトレンドや基準データ等のような複数の格納され
た記録からの分析データを含むことが可能である。いくつかの実施の形態において、イン
タフェース２５６は、更に、保守サービスプロバイダー１２４のデータ格納器１２８に保
存された各種資産について以前に格納された記録を編集するように構成されることも可能
である。
【００２８】
　インタフェース２５６は、また、利用者が計測機器１０８から受信した計測データをそ
の計測データが得られたＤＵＴ１０４と関連付けすることを可能にすることもできる。こ
のために、利用者がＤＵＴとして選択可能な複数の資産のグラフィカルリストを提供する
ことも可能である。いくつかの実施の形態において、各資産は計算機器１１２のメモリ２
５０内の資産記録又は保守サービスプロバイダー１２４のデータ格納器１２８に格納され
た資産記録に関連付けされている。資産記録は、資産タイプや資産名や位置やシリアル番
号やルートのような情報を含むことが可能である。ある実施の形態においては、複数の資
産のリストは特定位置における資産のリストを含んでいる。このように、リストから資産
のうちの一つを選択するか、又は、資産記録を選択することによって、計測データが（計
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測データが得られた資産である）ＤＵＴと関連付けされうる。他の実施の形態において、
計測データはバーコードスキャナや光学式文字認識器やＲＦＩＤなどのような自動化シス
テム２７４によって得られたデータからＤＵＴ１０４と関連付けされることが可能である
。いくつかの実施の形態においては、計算機器１１２は、そのような自動システムを含み
、そして、他の実施の形態においては、その自動化システムは適切な無線又は有線通信プ
ロトコルを介して計算機器１１２に連結される。
【００２９】
　いくつかの実施の形態において、計測機器１０８からの計測データを計算機器１１３が
受信する以前に計測データはＤＵＴ１０４と関連付けされうる。たとえば、ＤＵＴに対応
する資産記録は、計測機器１０８からの計測データを受信するに先立って選択若しくは作
成されうるが、それによって、次に受信する計測データをＤＵＴ１０４と関連付けする。
他の実施の形態においては、計測機器１０８からの計測データを受信した後に、計測デー
タが資産１０４と関連付けされるべきである。たとえば、計測データの受信時に、関連付
けされた資産記録が作成、選択などされて、それによって、受信された計測データとＤＵ
Ｔ１０４を関連付けする。
【００３０】
　インタフェース２５６は、更に、測定されるべき資産（ＤＵＴ１０４）のグラフィカル
リストを提供することが可能である。特に、インタフェース２５６はリスト上の各資産の
特定及び／又は位置を提供することが可能である。たとえば、インタフェース２５６は特
定の環境下で測定されるべき各資産を図示するグラフィカルマップを含むことができる。
いくつかの実施の形態において、インタフェース２５６は、更に、各資産が試験されるべ
き順番を示すことができる。図２０は、以下に詳述されるような保守ルートの一例を示す
インタフェースの表示である。
【００３１】
　上記に略述されたように、インタフェース２５６の一又はそれ以上の実施の形態は、技
術者などのような利用者に対してプレゼンテーション用の一又それ以上のインタフェース
を発生することが可能である。いくつかの実施の形態において、インタフェース２５６の
実行がディスプレイ２７０（図２）上にナビゲーションインタフェース５１０を提供する
。ナビゲーションインタフェースの一例は図５に表示されている。ナビゲーションインタ
フェース５１０は複数タイプの情報を組み合わせて格納されたデータとシステム１００内
に集めるべきデータのオーガナイズされた効率的な方法で統合された画面を提供すること
が可能である。ナビゲーションインタフェース５１０は、システム１００によって取得さ
れ保持された保守又は校正情報に関連した活動を通じて利用者を案内する機能を提供する
ことが可能である。
【００３２】
　図５の実施の形態において、ナビゲーションインタフェース５１０は、アイコンやハイ
パーリンクなどのような複数のインタフェースエレメントを含んでいる。ある実施の形態
におけるインタフェースエレメントは、一又はそれ以上の以下の組み合わせを含むことが
可能である。すなわち、撮像インタフェースエレメント５１４とブラウズインタフェース
エレメント５１６と資産インタフェースエレメント５１８とルートインタフェースエレメ
ント５２０とヘルプインタフェースエレメント５２２とライブラリインタフェースエレメ
ント５２１と機器接続インタフェースエレメント５２４と画像比較インタフェースエレメ
ント５２６とデータ閲覧インタフェースエレメント５２８などである。このインタフェー
スエレメントのうちの一つの実行時に、他の関連するインタフェースが利用者との相互作
用のためのディスプレイを介して提供される。
【００３３】
　図６乃至図２０は、利用者との相互作用のためにディスプレイを介して提供されうる他
の関連するインタフェースの例を図示している。図６は、インタフェース２５６によって
発生された機器接続インタフェース６１０の一例であり、たとえば、図５の機器接続イン
タフェースエレメント５２４の作動時にディスプレイ２７０を介して利用者に提供される
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。図６にもっともよく示されているように、機器接続インタフェース６１０は、たとえば
、接続インタフェースエレメント６１４や切断インタフェースエレメント６１６やファイ
ルに追加インタフェースエレメント６１８や画像に追加インタフェースエレメント６２０
などを含むインタフェースエレメントを含んでいる。ある実施の形態において、接続イン
タフェースエレメント６１４の作動は通信回路２４４が連結プロセスすなわち「ハンドシ
ェーク」を実行して、計算機器１１２が計算機器１１２の近傍にある計測機器１０８のよ
うな計測機器から一又はそれ以上の信号を受信できるようにする。一旦連結されると、計
算機器１１２は計測機器１０８と関連付けされる。
【００３４】
　他の実施の形態において、機器接続インタフェース６１０は、また、連結プロセス中に
利用者によって選択されうる一又はそれ以上の計測機器のリスト６３０を含むことが可能
である。リスト６３０は文字やアイコンやそれらの組み合わせなどとして表示されうる。
いくつかの実施の形態において、たとえば、以前に連結された４つの計測機器のようなメ
モリ２５０に予め保存されたリストのようにリスト６３０は時間的に発生させることも可
能であり、また、リストは計算機器１１２の近傍にあると共にそれに連結可能なすべての
計測機器のリストであってもよい。機器接続インタフェース６１０は、更に、６４０で示
されているような、計測機器から受信された計測データを示す一又はそれ以上の信号をグ
ラフィカルな方法で示してもよい。機器接続インタフェース６１０は、また、たとえば、
ホームインタフェースエレメント６５２や前インタフェースエレメント６５４や次インタ
フェースエレメント６５６や行使インタフェースエレメント６５８などを含むナビゲーシ
ョンインタフェースエレメントを含むことも可能である。
【００３５】
　図７Ａは、インタフェース２５６によって発生されたライブラリインタフェース７１０
の一例であり、たとえば、図５のライブラリインタフェースエレメント５２１の作動時に
ディスプレイ２７０を介して利用者に提供される。図７Ａにもっともよく示されているよ
うに、就中、ライブラリインタフェース７１０は、電気モーターのようなＤＵＴの一又は
それ以上の画像７１２Ａ－Ｎ及び／又は問題の資産などのテキスト形式などの情報７１８
を含むことが可能である。図７Ａに示された例においては、情報はＤＵＴに関するよくあ
る保守の問題や一般的なサービス又は試験情報やＤＵＴの通常の作動パラメータなどを含
むことがある。ライブラリインタフェース５１０は、また、たとえば、ホームインタフェ
ースエレメント７２２や前インタフェースエレメント７２４や次インタフェースエレメン
ト７２６や行使インタフェースエレメント７２８などを含むナビゲーションインタフェー
スエレメントを含む。
【００３６】
　図７Ｂは、インタフェース２５６によって発生されたライブラリインタフェース７６０
の一例であり、ディスプレイ２７０を介して利用者に提供される。ライブラリインタフェ
ース７６０は、図５のライブラリインタフェースエレメント５２１の作動時や次インタフ
ェースエレメント７２６（図７Ａ参照）のような他のインタフェースエレメントの作動時
などにおいて、発生させることも出来る。いずれの場合においても、ライブラリインタフ
ェース７６０は、電気モーターのような資産の一又はそれ以上の画像７６４Ａ－Ｎ及び／
又は問題の資産などのテキスト形式などの情報７７０を含むことが可能である。図７Ｂに
示された例においては、情報７７０はそれとは別に若しくはそれに加えて他の情報が提供
されてもよいけれども、ＤＵＴに共通する保守の問題の形式であってもよい。
【００３７】
　図８は、インタフェース２５６によって発生された資産インタフェース８１０の一例で
あり、たとえば、図５の資産インタフェースエレメント５１８の作動時にディスプレイ２
７０を介して利用者に提供される。図８にもっともよく示されているように、資産インタ
フェース８１０は、たとえば、新資産インタフェースエレメント８１４や更新インタフェ
ースエレメント８１６や資産記録閲覧インタフェースエレメント８１８などを含むインタ
フェースエレメントからなる。資産インタフェース８１０は、また、利用者が資産すなわ
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ちＤＵＴに関連する情報を入力することを可能にするデータエントリーエレメント８２６
を提供する。図示された実施の形態において、この情報は資産タイプや名前や位置やルー
トなどを含むことが可能であるが、これらに限定されるものではない。計算機器１１２に
保存された情報から発生されるか、若しくは、サービスプロバイダー１２４からアクセス
された情報から発生されたプルダウンメニューやブラウズメニューなどを介して情報が入
力されうることは明らかである。他の実施の形態においては、そのようなＤＵＴ情報の入
力のための一又はそれ以上の代わりの若しくは追加のインタフェースを介して情報が入力
されうる。たとえば、資産タイプは資産タイプインタフェース１１１０を介して入力され
うるが、その例が図１１に示されている。資産名は資産名インタフェース１２１０を介し
て入力されうるが、その例が図１２に示されている。そして、資産位置は資産位置インタ
フェース１３１０を介して入力されうるが、その例が図１３に示されている。
【００３８】
　図８に戻って、資産インタフェース８１０は画像やオーディオファイルなどを追加する
か、又は、資産記録内の資産と関連付けされることを可能にする他のインタフェースエレ
メントを含むことが可能である。更に、資産インタフェース８１０は、たとえば、ホーム
インタフェースエレメント８４２や前インタフェースエレメント８４４や次インタフェー
スエレメント８４６や行使インタフェースエレメント８４８などを含むナビゲーションイ
ンタフェースエレメントを含むことが可能である。
【００３９】
　図８に示された実施の形態においては、資産インタフェース８１０は、また、記録作成
インタフェースエレメント８５２を含むことが可能である。たとえば、記録作成インタフ
ェースエレメント８５２の作動時に、資産記録インタフェース９１０が発生されるが、そ
の一例が図９に示されている。資産記録インタフェース９１０は、資産タイプや資産名や
資産位置などのような資産すなわちＤＵＴに関する情報を表示する。図９にもっともよく
示されているように、就中、資産記録インタフェース９１０は資産記録を更新するか又は
編集すること、記録ログを作成すること、記録ログを閲覧することなどを可能にするイン
タフェースエレメントを含むことが可能である。これに関連して、資産記録インタフェー
ス９１０は、更新インタフェースエレメント９１２や記録作成インタフェースエレメント
９１４や記録ログ閲覧インタフェースエレメント９１６などを含むことが可能である。
【００４０】
　更に、図８に示された実施の形態においては、資産インタフェース８１０は、追加的に
又は別に記録ログ作成インタフェースエレメント８５４を含むことが可能である。たとえ
ば、図８の記録ログ作成インタフェースエレメント８５４や図９の記録ログ作成インタフ
ェースエレメント９１４などの作動時に、記録ログインタフェース１０１０が発生される
が、その一例が図１０に示されている。図１０にもっともよく示されているように、就中
、資産記録インタフェース９１０は、利用者が資産すなわちＤＵＴに関連する試験情報を
入力すること、そして、それと関連付けすることを可能にするデータエントリーエレメン
ト１０２６を提供することが可能である。図示の実施の形態において、その情報は、ＤＵ
Ｔのステータスや問題の重要度やとられるべき必要なアクションや記録されるべき必要な
ノートや他の技術にとって役立つであろう何らかの他の情報を含むことが可能であるが、
これらに限定されるものではない。計算機器１１２に保存された情報から発生されるか、
若しくは、サービスプロバイダー１２４からアクセスされた情報から発生されたプルダウ
ンメニューやブラウズメニューなどを介して情報が入力されうることは明らかである。他
の実施の形態においては、タッチスクリーンキーボードやソフト又はハードキーボードな
どのような入力機器が用いられて、情報を入力することが可能である。他の形式の情報（
たとえば、画像やオーディオファイルなど）は、また、画像追加インタフェースエレメン
ト１０１６又はオーディオ追加インタフェースエレメント１０１８のようなインタフェー
スエレメントを介して記録ログインタフェース１０１０に入力されうる。一旦情報が記録
ログインタフェース１０１０に入力されると、画像に追加インタフェースエレメント１０
１２や資産に追加インタフェースエレメント１０１４などを介して、その情報はいくつか
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の実施の形態においては画像に加えられるか、資産に加えられることが可能である。
【００４１】
　図１４は、インタフェース２５６によって発生されたブラウズインタフェース１４１０
の一例であり、たとえば、図５のブラウズインタフェースエレメント５１６の作動時にデ
ィスプレイ２７０を介して利用者に提供される。図１４にもっともよく示されているよう
に、ブラウズインタフェース１４１０は、利用者がＤＵＴ１０４のような資産に関して、
計算機器に、若しくは、保守サービスプロバイダー１２４の一又はそれ以上のデータ格納
器のいずれかに保存された情報を探すことを可能にするインタフェースエレメントからな
る。情報捜索は、情報タイプによって情報を分類することにより行われることが可能であ
る。たとえば、ブラウズインタフェース１４１０は資産タイプや資産名などによって情報
を分類することを可能にする。これに関して、ブラウズインタフェースエレメントは、資
産タイプインタフェースエレメント１４１２や資産名インタフェースエレメント１４１４
や日付インタフェースエレメント１４１６などを含むことが可能である。図１４にもっと
もよく示されているように、就中、ブラウズインタフェースエレメント１４１０は、利用
者による選択のための一又はそれ以上の画像や一又はそれ以上の資産や一又はそれ以上の
記録などの形式の情報１４２０を含むことが可能である。図１４に示す例において、情報
１４２９は一又はそれ以上の画像や一又はそれ以上の資産や一又はそれ以上の記録などの
列に分類されうる。ブラウズインタフェースは、更に、たとえば、ホームインタフェース
エレメント１４２２や前インタフェースエレメント１４２４や次インタフェースエレメン
ト１４２６や行使インタフェースエレメント１４２８などを含むナビゲーションインタフ
ェースエレメントを含むことが可能である。
【００４２】
　図１５は、インタフェース２５６によって発生された撮像インタフェース１５１０の一
例であり、たとえば、図５の撮像インタフェースエレメント５１４の作動時にディスプレ
イ２７０を介して利用者に提供される。図１５にもっともよく示されているように、撮像
インタフェース１５１０は、利用者が熱画像システムやデジタルカメラやデジタルビデオ
レコーダーなどのような関連する計測機器から画像を取得すると共にＤＵＴ１０４のよう
な資産とそれらを関連付けることを可能にするインタフェースエレメントからなる。それ
に関連して、撮像インタフェースエレメントは、資産に追加インタフェースエレメント１
５１４などを含むことが可能である。図１５にもっともよく示されているように、就中、
撮像インタフェースエレメント１５１０は、利用者による閲覧のための一又はそれ以上の
画像形式の情報１５２０を含むことが可能である。撮像インタフェース１５１０は、また
、たとえば、ホームインタフェースエレメント１５２２や前インタフェースエレメント１
５２４や次インタフェースエレメント１５２６や行使インタフェースエレメント１５２８
などを含むナビゲーションインタフェースエレメントを含むことが可能である。
【００４３】
　図１６は、撮像インタフェース１６１０の他の例である。撮像インタフェース１６１０
は、インタフェース２５６によって発生され、そして、たとえば、図５の撮像インタフェ
ースエレメント５１４や、図１５の次インタフェースエレメント１５２６などの作動時に
ディスプレイ２７０を介して利用者に提供されることが可能である。図１６にもっともよ
く示されているように、就中、撮像インタフェース１６１０は、利用者による閲覧のため
の一又はそれ以上の画像の形式の情報１６２０を含むことが可能である。ある実施の形態
において、図示の画像は計測機器によってとられ，ここで説明される連結プロセスによっ
て計算機器に連結された又はこれから連結されるＤＵＴ１０４のような計測機器から受信
したＤＵＴの画像に対応する。
【００４４】
　図１６にもっともよく示されているように、撮像インタフェース１６１０は、また、利
用者がＤＵＴ１０４のような資産を画像に関連付けることを可能にするインタフェースエ
レメントを含む。これに関連して、撮像インタフェースエレメントは、資産に追加インタ
フェースエレメント１６３０などを含むことが可能である。撮像インタフェース１６１０
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は、また、テキストノートやオーディオノートなどの挿入を可能にし、デバイスデータを
加えることを可能にする。これに関連して、撮像インタフェース１６１０は、写真ノート
インタフェースエレメント１６３２やオーディオノートインタフェースエレメント１６３
４やデバイスデータ追加インタフェースエレメント１６３６などを含むことが可能である
。撮像インタフェース１６１０は、更に、たとえば、ホームインタフェースエレメント１
６４２や前インタフェースエレメント１６４４や次インタフェースエレメント１６４６や
行使インタフェースエレメント１６４８などを含むナビゲーションインタフェースエレメ
ントを含むことが可能である。
【００４５】
　図１５に示された実施の形態において、撮像インタフェース１５１０は、また、ポーズ
ガイドインタフェースエレメント１５１８を含むことが可能である。たとえば、ポーズガ
イドインタフェースエレメントの作動時に、ポーズインタフェース１７１０が発生される
が、その一例が図１７に示されている。ポーズインタフェース１７１０は、利用者がＤＵ
Ｔの画像をとるのに役立つ。特に、ポーズインタフェース１７１０は、利用者がＤＵＴの
同じ又は類似の画像をとるのに役立つ。図１７にもっともよく示されているように、就中
、ポーズインタフェース１７１０は、利用者による閲覧のための一又はそれ以上の画像の
形式の情報１７２０を含むことが可能である。ある実施の形態において、この情報１７２
０は以前試験された資産の基準画像である第１の画像ＡとＤＵＴと称される同じ資産のラ
イブ画像である第２の画像Ｂの形式である。第１の画像Ａは、基準フレームＲｆＡを含む
。第２の画像Ｂは、基準フレームＲｆＢを含む。基準フレームＲｆＡが基準フレームＲｆ

Ｂに対応しており、図示の実施の態様においては画像Ａの中央に対応していることが明ら
かである。第２の画像Ｂは、更に、計測機器の画像センサーの中心を示している。画像セ
ンサーの中心は、カーソル１７３０としてディスプレイ上に表されている。計測機器がＤ
ＵＴと平行な２次元面内に移動すると、カーソル１７３０はそれに応じてディスプレイ上
を移動する。カーソル１７３０が基準フレームＲｆＢと整合されたときに、熱画像システ
ムの画像センサーはほぼ基準画像に整合される。これに関連して、熱画像システムは基準
画像に対応する画像を取得して、それを計算機器に送ることが可能である。すなわち、計
測機器は、基準計測において示されたのとほぼ同じ位置において計測位置を決めることが
可能である。例示の実施の形態が熱画像に適用されているけれども、ポーズ特徴は他の計
測機器に関して使用されうることは明らかである。
【００４６】
　図１８は、インタフェース２５６によって発生された比較インタフェース１８１０の一
例であり、たとえば、図５の画像比較インタフェースエレメント５２６の作動時にディス
プレイ２７０を介して利用者に提供される。図１８にもっともよく示されているように、
比較インタフェース１８１０は、利用者が取得された画像と以前の保守試験データからの
画像を比較することを可能にするインタフェースエレメントからなる。図示された例にお
いては、電気モーターの画像が熱画像システムによってとられた。これに関連して、比較
インタフェース１８１０は現状の画像１８２４と以前とられて計算機器又は保守サービス
プロバイダー１２４に保存された画像１８２６の形式の情報１８２０を含んでいる。以前
の画像１８２６が現在の画像に対応する複数の以前に保存された画像であって、日によっ
てスクロールされるものを含むことが可能である。また、この画像の観点が、画像の有用
な比較を得るために、同じ又はほぼ同じにすべきであることは明らかである。ある実施の
形態において、撮像インタフェースのポーズインタフェース１７１０は実質的に同じ整合
を有する画像を得るために使用されることが可能である。
【００４７】
　比較画像インタフェース１８１０は、また、マーカーインタフェースエレメント１８２
６などを含むことが可能である。作動時、マーカーインタフェースエレメント１８２６は
画像上の正確な位置において計測が行われることを可能にする。比較画像インタフェース
１８１０は、更に、たとえば、ホームインタフェースエレメント１８３２や前インタフェ
ースエレメント１８３４や次インタフェースエレメント１８３６や行使インタフェースエ
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レメント１８３８などを含むナビゲーションインタフェースエレメントを含むことが可能
である。
【００４８】
　図１９は、インタフェース２５６によって発生されたデータ閲覧インタフェース１９１
０の一例であり、たとえば、図５のデータ閲覧インタフェースエレメント５２８の作動時
にディスプレイ２７０を介して利用者に提供される。図１９にもっともよく示されている
ように、データ閲覧インタフェース１９１０は、画像インタフェースエレメント１９１２
や表インタフェースエレメント１９１４やグラフインタフェースエレメント１９１６や統
計インタフェースエレメント１９１８などを含むインタフェースエレメントからなる。図
１９にもっともよく示されているように、就中、データ閲覧インタフェース１９１０は、
テキストやグラフや画像や表などの形式の問題のＤＵＴなどの情報１９２０を含むことが
可能である。情報１９２０は、一又はそれ以上のインタフェースエレメント１９１２－１
９１８又はその他の手段の発動の結果として表示されることもある。図示の例において、
情報１９２０は最初の日と最後の日の間のＤＵＴの計測されたパラメータの傾向を表示す
る。ある実施の形態において、この情報は、電気モーターのようなＤＵＴの画像上のマー
クされた位置の傾向のあるデータを示す。データ閲覧インタフェース１９１０は、また、
たとえば、ホームインタフェースエレメント１９２２や前インタフェースエレメント１９
２４や次インタフェースエレメント１９２６や行使インタフェースエレメント１９２８な
どを含むナビゲーションインタフェースエレメントを含むことが可能である。
【００４９】
　図２０は、インタフェース２５６によって発生されたルートインタフェース２０１０の
一例であり、たとえば、図５のルートインタフェースエレメント５２０の作動時にディス
プレイ２７０を介して利用者に提供される。図２０にもっともよく示されているように、
ルートインタフェース２０１０は、資産追加インタフェースエレメント２０１２や記録検
討インタフェースエレメント２０１４や新ルートインタフェースエレメント２０１６など
を含むインタフェースエレメントからなる。図２０にもっともよく示されているように、
就中、ルートインタフェース２０１０は、テキストやマップやリストや表などの形式の問
題のＤＵＴなどの情報２０２０を含むことが可能である。情報２２０は、リスト上の各資
産の特定及び／又は位置を提供することが可能である。たとえば、そのリストは、図２０
に示されているような、資産名や資産タイプや位置を含むことが可能である。いくつかの
実施の形態において、この情報は、更に、各資産が試験されるべき順番を示すことが可能
である。ルートインタフェース２０１０は、また、たとえば、ホームインタフェースエレ
メント２０２２や前インタフェースエレメント２０２４や次インタフェースエレメント２
０２６や行使インタフェースエレメント２０２８などを含むナビゲーションインタフェー
スエレメントを含むことが可能である。
【００５０】
　図３に戻って、保守記録を取得して保持する方法３００の一例が記載される。方法はブ
ロック３１０で始まり、そして、ブロック３２０に進む。ブロック３２０で計算機器１１
２（図１）のような計算機器は、計測機器１０８（図１）のような計測機器の近傍に置か
れると共に、計測機器１０８と通信状態に連結される。いくつかの実施の形態においては
、通信リンクは自動的に確立されるが、一方、他の実施の形態においては、通信リンクは
機器接続インタフェース６１０を介してのようなユーザー入力を介して確立される。ブロ
ック３３０で、計算機器が計測機器に連結されるに先立って又はその最中に、被測定機器
の一又はそれ以上のパラメータが計測機器１０８によって計測されて計測データを得る。
ブロック３４０で、計測データが計測機器１０８から計算機器１１２に送られる。ブロッ
ク３６０で、計測データが被測定機器と関連付けされて、関連付けされた計測データを得
る。いくつかの実施の形態において、計算機器１１２のデバイスリストからＤＵＴを選択
することによって、計測データが被測定機器（ＤＵＴ）と関連付けされる。別の場合、Ｄ
ＵＴに関する特定情報（たとえば、名前やシリアル番号など）は、自動化システム２７６
を介して計算機器１１２によって得られると共に、計測データと関連付けされる。他の実
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施の形態においては、計測データはＤＵＴに対応する資産記録にアクセスすることによっ
て被測定機器（ＤＵＴ）と関連付けされる。ブロック３７０で、関連付けされた計測デー
タがネットワーク１１６のようなネットワークを介して保守サービスプロバイダー１２４
に提供される（図１）。方法はブロック３８０で終了する。
【００５１】
　上記の各ブロックは、連続的に、又は、平行して、若しくは、ここに記載されたのとは
異なる順序で実行されうる。いくつかの実施の形態において、一又はそれ以上の図示され
たブロックが削除され、組み合わされ、別のブロックに分離されることが可能であること
は明らかである。更に、この方法３００は図示しない別のブロックを含むことも可能であ
る。
【００５２】
　図４は、本開示事項に関して、保守記録を取得して保持するシステム４００の他の例で
ある。このシステム４００は、以下により詳細に説明するような差異を除いて、図１のシ
ステム１００のような構成と作動と実質的に同じである。確実な記載における明確化のた
めに、システム１００と同じ構成要素の参照番号には同じ番号を付するが、図示の実施の
形態の４００番台においてこれらの構成要素の機能と作動の説明は繰り返さない。図４に
もっともよく示されているように、システム４００は図１の計算機器１１２の構成要素と
作動とほぼ同じ計算機器４１２からなる計測機器４０８を含んでいる。計測機器４０８は
、更に、センサーやプローブなどの少なくとも一つの計測機器４１４を含んでおり、資産
４０４の一又はそれ以上のパラメータを計測する。ある実施の形態において、計測機器は
熱画像システムである。計測機器４０８はネットワーク４１６を介して保守サービスプロ
バイダー４２４と連結されうると共に、保守サービスプロバイダー４２４との通信を可能
にするトランシーバー４２１を有する。従って、システム１００のように計算機器と保守
サービスプロバイダーの間に保守データを提供とするよりも、システム４００においては
、保守データは直接計測機器４０８と保守サービスプロバイダー４２４の間に提供される
。
【００５３】
　本開示事項の各種の原理、代表的な実施の形態、動作モードが上記の説明に記載された
。しかしながら、保護されるように意図された本開示事項の各側面は、開示された特定の
実施の形態に限定されるように解されるべきではない。更に、ここに開示された各実施の
形態は制限的あるよりかむしろ例示として考えられるべきである。各種の変化や変更が本
開示事項の精神を逸脱しない限り、他の及び採用された等価物により成されうることは明
らかである。
【００５４】
　独占的所有権又は権利が主張される本発明の実施の形態は、以下のように定義される。
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